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議事要旨(3) 連結・特別目的会社専門委員会における検討状況について 

 

冒頭、新井副委員長（専門委員長）より、連結・特別目的会社専門委員会では、我が国

の連結の範囲に関する会計基準と昨年 5月に公表された IFRS 第 10 号等の取扱いとの比較

検討を行っており、それを踏まえて ASBJ でも順次検討を行ってきているが、今回はこれま

での検討を踏まえ、今後の進め方について、審議頂きたい旨の説明があった。これに続き、

原田研究員より、審議資料(3)に基づいて説明が行われた。 

委員からの発言内容は以下のとおりである。 

 

 ある委員より、連結の範囲に関する会計基準の検討の範囲について、連結判定の実務で

議論になるのは、すべての会社というよりも SPE の方であり、実務上の実感としては、

SPE に限定した進め方の方が良い、との意見があった。 

 

 ある委員より、通常の会社と SPE は区別して考えた方が良いとの意見があった。日本の

法制度上からは区別の基礎が比較的明確であると考えられ、実質的な判断が行われてい

る通常の会社の連結判定でそれほど問題を認識しておらず、問題があるとすれば SPE に

ついてであり、また、IFRS 第 10 号では支配の考え方を拡大しているようにも見え、その

考えに全般的に置き換えて一本化するとかえって実務の混乱を招く可能性があり、緊急

性もないであろうとの意見があった。 

 

 また、ある委員より、資料で挙げられている SPE の論点は 2011 年の短期的対応の際にも

認識されていたものと理解しているが、今回の資料では SPE に限定して進める場合の懸

念として短期的対応を行って間もないことが挙げられているので、これについての専門

委員会での意見やこのような形で論点を取り上げた理由について質問があった。これに

対して事務局より、専門委員会では、SPE について進めた方が良いのではないかという意

見や、短期的対応の強制適用(平成 25 年４月以後開始する連結会計年度)前であり、IFRS

適用後の実務が見えていない現段階で進める必要があるのかという意見などがあったと

理解している、との回答があった。また、論点を取り上げた理由については、SPE に関す

る問題意識は以前から認識され、十分整理されていない論点も残っており、これらの問

題意識に対応して、一部分でも直していくのか、問題意識を認識しつつ国際的なコンバ

ージェンスを考慮しながら全体の中で見直していくのかを委員会として判断する必要が

あるという理解に基づいて、議題に挙げさせて頂いたところである、との回答があった。 

 

新井副委員長より、IASB と FASB における SPE に関する対応などの国際的な環境や、昨

年の ASBJ における短期的対応で継続検討となっている事項を踏まえ、できるところから取
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り組んでいくことによって、財務諸表利用者にとっても使い勝手の良いものになっていく

と考えており、今後の進め方について引き続き審議を行っていきたい旨の説明があった。 

 

以 上 


